






























































































































































































































































































































































































































① 従業員20000人以上の企業では20名， 10000人以上の企業では16名， それ
以下の企業では12名となっており， 労使各同数である。
職員，職員，現業労働者のうち３名輩②労働者側轄杏役については，管理職員，
では労働組合の上部機関から代表を選ぶことができる。
③監査役会での決定に際し，賛否同数の場合は議長（経営者側）が決定す
る。
④ 取締役の任命・解任については， 監査役会の３分の２以上の賛成を要す
る。
⑤経営者側監杏役は，株主総会が選任する。労働者側驍杏役は，各企業で
これに労働組合代表が加わる。の人数比で各職場から選出するが，
本法の骨子は以上のようなものであるが，この法の制定によって，西ドイ
ツの基幹産業のあらゆる分野で， 企業が労使の共同で運営される こととな
企業合理化などの労働者の生活条件に関する問題の糸ではなり，人員整理，
100
さらには公害対策などの企業経営にお<，投資計画，資金計画，
ける根幹分野についても，
のである。－ところが，
市場計画，
労使の合意によって実行に移されることとなった
西ドイツにおける現状の声とﾆしては，労働者側に
仁与えたことは，依この新共同決定法が最終議決権を議長（経営者側）Iま，
また管理職員に縢香役のポストして経営者側が実権を握ることとなり，然と
労働者側の見解が必ずしも正確に反映されないなどの不満がを与えたため，
生じている。－一方，経営者側には，企業の意思決定の遅延ならびに対外競争
力の低下に対する懸念が生じはじめているようであるが， これら双方の見解
については今後，注目に価するものがある。
スウェーデン～この国における経営参加は， 全国レベル，企業レベル，政
態も，団体交渉，労使協議制府レベルと多岐にわたっており，その実施の形態も，
審議会お(以上全国レベル），職場協議制， 労働者重役制（以上企業レベル）
よび政策決定委員会への参加（以上政府レベル）と多様である。そのなかで特
に注目されるのは，1972年に制定された「経営参加法」に基づいて，1973年
より実施された「労働者重役制」である。この制度は，保険業と銀行業を除
労働者代表２名の取締役参加を定めたく従業員100人以上の企業において，
ものである。この制度の適用には，
従業員の50％以上が労働組合に加入していること。①②
一企業の従業員が二つ以上の労働組合に加入している場合には， 80％以
上が加入している組合から労働者重役２名を選出する，
従業員の80％以上を占める労働組合がない場合には，③ '二位の組合か
ら各１名の労働者重役を選出する，
ことになっている。この労働者重役は，他の取締役と同等の権限を有し，経
労使紛争と団体交渉に関する事項につ営についての意思決定に参加するが，
これらの事項は労使の代表が団体交渉を通じて労動いては決定権をもたず，
またこの労働者重役は役員報酬を受けるこ協約により決定することを定め，
とができないと定められている。 この二つの措置は，労働者重役はあくまで
労働者の代表であるという本来的な機能を喪失しないために定められたもの
労動者「経営参加論」への序説（浜口金一郎）１０１
である。
この国における経営参加のいま一つの柱は， ｢事業内容の報告義務」であ
これは従業員50人以上のすべての企業は毎年， 所在地の政府ボードに
は，企業のコスト，利
るが，
事業内容の報告が義務づけられており，この報告書に
潤，生産・販売，設備の新設。閉鎖などのほか，今後五ケ年間における計画
を明確にすることが要求されている。
｢労働条件」については， 全国レベルの団体交渉によって決定されるが，
賃金労働者の90％を組織する全国労組（ＬＯ）を中心とする労働者団体と，
経営者連盟（ＳＡＦ）との団体交渉によって平均賃金，労働時間，賃金格差
（公的部門については労組団体
－ここで特徴的なことは，
の是正などの問題につし､ての交渉が行なわれる
と公的部門団交局ＳＡＶとの間の団体交渉による）。
産業別・企業別の賃金コストが労使間で確認され， これに基づいて賃金Ｆリ
プトが決定されることと，
定がなされることである。
企業年金などに関する社会保障についての共同決
こうした企業レベルでの参加，全国レベルでの団体交渉に加え，この国で
は政策決定への労働者参加が行なわれている。 政府審議会への労働者代表の
参加のほか， 労動者代表の政府諸機関への参加がなされているの である。
－このような現状のなかで，この国では最近に至って，経営参加をさらに
｢年間利益の20～30％相当額を株式の進めた「所有参加」の動きが承られ，
という所有参加の方式形で労働者が完全所有する経済開発基金に払い込む」
これは私有財産の共有化の実現をめざす画期的なしのが進められているが，
として注目に価する。
従業員1974年の「新会社法」の施行によって，デンマーク～この国では，
この制度は， 従業員５０
もので，こ
代表が企業の最高決定機関に参加することとなった。
労働者代表２名が取締役に選出されるという人以上の企業では，
れによって企業の意思決定に労働者側の意向を反映させることとなったので
制定・施行によって，労働者の経営参加が
注目すべきものは，現在進行中の「共同所
ある。－この国では，この法の制定・施行によって，
制度的に発達したわけであるが，
I【0房
有制度」
度は，
(社会党とデンマーク労働総同盟ＬＯの提案） である。この共同所有制
，「利潤。投資基金」の設立が考えられており，内容的には，経営者側
が賃金の一定割合を拠出し，基金として積立て，労働者側は，この基金から
の利益分配としての株式を個人所有として受けとるというもので，経営の民
主化， 分配の平等化の実現をめざすの糸ならず， ひいては物価安定の効果を
狙いとしているものである。
イギリス～この国では，労働党の登場と共に， 労働党，労働組合会議（Ｔ
労働者の経営参加が具体的ＵＣ） の間で産業民主主義の確立を目標として，
に検討されている。元来この国では伝統的に，主要産業の国有化と国有産業
における労働者の経営参加， ならびに民間部門における労使対決による労働
者擁護が， 労働組合の基本路線として考えられてきた。 ところが，最近にお
労働者側はける低成長， インフレ下での労働者の生活水準の停滞などから，
企業組織の改革の必要を痛感しはじめている。現在に至って，
この国の「：｢会社法」では， 企業経営の裁量権が100％経営者側に認められ
'慣行的に行なわれている産業別の団体交渉も， その対象は賃金，退ており，
職金，；
と，労Ｉ
，安全などに限られてきた。しかし，
労働者の疎外感は深化するぽかりで，
こうした従来の制度を続けていく
また生活内容の充実も望糸難いと
いう認識がＴＵＣの内部に台頭しはじめている。 一方労働党政権でも，現行
定はのぞめず，ひいては政の硬直的な企業制度，労使制度では，労使間の安定はのぞめず，
権の安定度にも影響するという判断がなされつつある。
このような状況のなかでＴＵＣは， 1974年に「団体交渉対象の拡大と経営
したのである。団体交渉の対象拡大の参加による産業民主化の推進」を提案したのである。
内容としては， 従来の賃金関係以外に事業所の閉鎖・合併， 配置転換，職務
･待遇保障などを加えること， また経営参加の内容としては， 取締役会に労
働者が参加するように会社法を改正すること， この労働者代表は労働組合の
､ほか，ＴＵＣは，国有産業機関が指名するなどの点があげられている。 そのほか，
理事会の労働者代表の数を全体の50％に増員し， 労働組合の機関の指名とす
るなどの提案を行なっている。 これらの提案に対して経営者団体は， これは
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経営者の権限に介入するものであるとして特定階層の要求拡大手段であり，
反対を示しているのが現状である。
フランス～この国では，電力会社，国有鉄道，ルノー公社などの国有・国
意思決定機関への労働者代表の直接参加が行なわれて誉の企業においては，
いる。しかし，この『し，この直接参加は国有・国営の企業に限られており，一般企業
における経営参加は皆無に等しい。この点，企業レベルでは，従業員50人以
上の企業に設置を義務づけられている企業委員会での労使協議会が， 協議対
象を拡大してきてはいるが，
ない。
これとてもいまだ参加といえるほどのものでは
労働組合は労働者の権利。利益をまもるために， 経営者に対この国では，
して対抗的に機能すべきであるという伝統的な考え方が強く， 労働者の経営
参加については極めて批判的である。1974年に政府は，社会改革の一つとし
企業民主化を目的とする新企業の在り方についての検討をて，参加の拡大，
開始し，内容的１ 当面は労使による共同監香を行ない， 推移を糸て取締内容的には，
役の３分の１を労働者代表とするという労働者重役制の採用にあったが， 労
特に主導的組合である労働総同盟（ＣＧＴ）が， これらは「体制維{動組合，
持のための装置にすぎない」として反対を示している。
３わが国における「経営参加」の現状と検討
(1)経過の概要と背景の推移
わが国では，戦後において， 経営の民主化と労働条件の改善とは切りはな
それは戦前から戦中にかけて，労働せないという現実的な理由が存在した。
認めないという非民主的な経営方式を土台と者の発言権や組合活動は一切，
して，低賃金による生産が行７ って，戦後における労働
当然に経営の民主化の要
化を強く要求し，積極的
なわれてきた。 したがって，
それに基づく労働条件の改善とは，運動の解放と，
請をはらんでおり，当時の労働組合は，経営の民主化を強く要求し，
に経営に参加しよ うとする動きを示しながら発展してい 中央ったのである。
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労働委員会の「経営協議会指針」（1946年７月一政府諮問への答申）も，経営協
議会を産業民主化の精神に基づく制度として規定し， 労動条件，厚生施設，
生産計画，人事の一般的基準・方針，重役その他幹部の人事，利益配当等を
広く協議事項として認めた。これに対し，日本経済団体連合会ならびに労働
省は，経営協議会は産業民主化の場ではなく，団体交渉の前段階ないし生産
増強の場であると主張し， その後における経営権の失地回復後運動や労働運
動の後退と相まって，
である。
講和の後，日本経1
1953年１月，「労働Ｉ
わが国の経営参加への方向も次第に後退していったの
日本経済団体連合会は，多数単産の統一労働協約案に反対し，
｢労働協約基準案」なるものを発表，戦後の経営協議会は廃止
の時期にきたという立場をとり， ただ過去の実績ないし慣行から一挙に廃止
しえない事情にあるところでは， ｢労使懇談会」を設置することを提唱 し
た。これに対して，
承るに，そこには，
労働組合側からは経営参加の主張はなされたが， これを
組合の力によって経営者側の協力をかちとるという主張
協調的立場からの主張との二つの考え方が存在した。と，
1955年に至って，日本生産性本部が発足し，その方針として企業さらに，
の合理化， 技術の革新によって得た利潤を従業員にも適正配分すべきである
というモットーを掲げ，経営参加を生産性向上運動の一環としてとりあげる
に至った。これに対し，労働組合側（総評系）では，この合理化や生産件向
上は， つまるところ労働者の犠牲の上に帰するという考え方から 根反対し，
本的な意見の対立を生むに至ったのである。
わが国の労働組合が，経営参加あるいは経営協議会方式に積極的でない根
本的な理由の一つは，
る。これは，ヨーロ
わが国の労働組合が企業制組織であるとい う点にあ
シバ諸国のように，組合が企業外にあり，企業とは別個
の支配領域をもち， 労働市場に対する強力な支配を足場と して，企業と対等
に取り組む態勢にないということである。 したがって， わが国では経営に参
対立の面が後退するいわば協調の面だけが強く出て，加することによって，
恐れが生ずることとなる。また，企業別組合の場合，労働組合と従業員集団
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実際上において団体交渉と経営参加の区別も明確でとの区別がつきにくく，
経営協議会が団体交渉の機関であるのか， 協議の機関であるのかもはたく，
経営協議会の任務が極めて複雑なも区別しにくいという実情にあるために，
のとなっている。このような実態のなかで， 経営参加と組合員の生活擁護と
いう二重の課題を矛盾なく遂行しう るかについては疑問なしとしない。殊に
大きな問題点を含むものといわざるを得ない。不況下における経営参加は，
この労働者の経営参加問題について考究する場合， その経過の社会
ては，その問題
さて，
殊にわが国においては，的背景の検討を無視することはできない。
これを度外視しては考えられない状況が存在するの点を明確にするために，
その歴史的な推移の背景について簡単に考察を加える。である。そこで，
ポツダム宣言の受諾～占領（1945年～52年）①
労働運動の急激な発展占領軍による民主化政策によって，この時期は，
労働組合は協約による労働者権の獲得に努め， 経営ないし職場
の２．１スト禁
が糸られ，
ところが，1947年における労働者参加が広汎に実現した。
止を契機とする占領軍の労働政策の施回， ドッヂプランに基づく企業合理
して，1949年の「労働組合法化（大量誠首）などの経済自立政策の一環と
による経営参加(期間の定めのない労働協約の効力否認-15条３項）の改正」
それに続く無協約状態の中での経営権思想の強調規定の失効が行なわれ，
団体交渉による経営参加は大きく後退した。によって，
②講和条約の締結～安保条約の成立（1952年～60年）
独占復活の強行策に基づく業務命令権， 施設管理権などのこの時期は，
主張によって，よって，組合活動が締めつけられ，これに対抗するための職場斗争
ないし職場交渉を生糸だした。ところが，1957年に日本生産性本部が設立
団体交渉と合理化政策の強化が推進されるに至って，され，隼産性向上，
経営参加＝労使区別された労使協調路線としての労使協議制が提唱され，
協議制という傾向を生糸，団体交渉と労使協議制・経営参加とを区別する
考え方が一般化した。
ﾕ０６
③６０年安保条約の締結（1960年～70年）
この時期は， 安保改訂による開放経済の要請に基づく産業の再編成，
技
団
術の革新が強行され， これに対抗して労働組合は事前協議制を要求し，
体交渉事項の拡大傾向と相まって， 再び団体交渉による経営参加の意識が
高まるが，一方， 経営者による積極的な労使協議制の推進がなされ， 労使
協議制と団体交渉の異同性論議が活発に展開された。
④沖繩施政権の返還（1970年以降）
日米関係の新しい路線を迎えた時代であるが， 60年安保にこの時期は，
よるわが国「Ｉ｢法体系の二元性」に対する批判は，官公労(動者による権利奪
還斗争を激化させるとともに， 技術革新の進展による労働者の疎外現象の
労働災害の激化は，労働者
再ぴ職場斗争ないし職場交
高度成長政策のひづ承としての公害，深刻化，
人間性回復の要求をともない，の人間的自覚，
渉への関心を生むに至った。
とくに，石油ショックを契機とするスクグプレーシ罰 ソの激化は，一方
その社会的，経済
人員整理反対斗争，
企業内における労働条件斗争の枠を越えて，において，
的地位の向上のために，公害防止斗争，企業倒産対策，
社会保障の強化などのための対政府， 対地方公共団体
労働条件の改善，
ひいては完全雇用，
への交渉による参加を促進するとともに， 他方において，
ならびに職場交渉を通じ職場民主化の要求実現のための団体交渉の強化，
ての民主規制ないし参加への意欲を示している。
(2)参加の現状と検討
ヨーロッパ諸国の制度的な発展わが国における労働者の「経営参加」は，
と比較すれば，いまだ論議の段階を脱してはいない。この論議を染るに，諸
外国の最近の動向に刺戟されてか，いまや労働者の経営参加は是非の段階を
終わり， これを如何に実践するかにあるという ような主張も承られるが，こ
きらいがある。わが国においの認識はわが国に関する限り，いささか早計のきらいがある。
戦後の労働組合の形態が企業別組織であることを前提とする労働関係ては，
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の構造から， 諸外国において参加のもっとも代表的な領域となっている ｢企
業内意思決定」に関する部分が，
るのである。このような実状の７
団体交渉の主要舞台として定着してきてい
このような実状のなかで，参加の制度が容易に発達せず，また
それにかかわる論議が錯綜したものとなり， 現実的に，実りある成果を生糸
えよう。しかしながら，最近にだしてこなかったのも，また当然のことといえよう。
個別企業での幾つかの先駆的な試設がなされ，至って， これに対する労使双
方からの発言とともに，各種の提言がなされるに至っている。これらのなか
時代の方向性を予見した世論形成的な意図のうかがわれるものも少くlこは，
この労働者の経営参加の問題との取り組糸に当ってば，ないが， 労使関係の
実態に立脚しての多角的な検討の必要がある。
わが国における経営参加の具体的な試承として， 経営参加を協約化
約では，中央なら
設置し，経営に関
さて，
したとして注目を集めた日立造船の場合を承るに， この協 では，
びに事業所の各レベルに経営審議会と， その専門委員会を設置し，
労使協議会において労働条件についての協議をする諸施策を審議する一方，
さらに末端組合員＝従業員が直接参加する経営懇談会，行なうこととし， 職
場各層懇談会および小集団活動， 提案制度などに関する一切を労働協約上に
規定した。これは同社労使の「全員参加の経営」という理念を実現するもの
この制度を通じて高効率経営と人間尊重を両立させ，とされ， 同時に企業の
社会的責任にも応えようとするものとされている。－ここに承られるもの
企業全社レベルから各職場末端に至る各層につし､ての体系的整備をなウ
ヮ
は
し
その全体を協約による労使の合意に基づくものと した点において画期的
ではあるが，内容的には，
り異るものではない。強（
従来から存在するわが国の労使協議会制度とあま
強いて特徴を求めるとすれば，これまでは多くの場
経営者側の一方的施策として実施されてきた末端職場の制度を労使の合合，
意による体系のなかに組糸入れ， これを組合員の直接参加の方法とした点で
ある。
同様のことは， 伊勢丹の労働協約にも染られるが， ここでは職場労使会議
の構成に担当執行委員， 評議員などの組合機関の参加を予定し， その機能も
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労使間交渉的な色彩があるものの， 基本的には同様のものである。
これらと性格を異にするのが， サンケイ新聞の労働協約である。ここでは
労働組合の執行委員会の取締役会への陪席， 局長会議への参加，ならびにト
いる。これは企業経営の最高意ツプ・マネージメントとの協議が規定されている。
思決定機関への労働組合の関与という従来の労使関係では例を糸ないもので
あるが， 取締役会への出席はオブザーバー参加にすぎず， また局長会議への
参加も代表１名に限られるなど， これをヨーロッパ諸国における参加の制度
と比較すれば，
①日立造船（
いまだ参加といえる程度のものではない。
日立造船の新協約（1976年10月締結）
この協約は，１２部129条から成るが，
Ｉｆ，
第１部「基本協約」
第２部「労使協議に関する協約」
第５部「勤労に関する協約」
第８部「能力開発に関する協約」
そのうち経営参加に関連するもの
｢基本協約」の冒頭に「全員参加の経である。この協約の特色と
営」と「社会的責任」とい
に関する審議の場としての
場としての「経営審議会」
営審議会は，中央経営審議
しては，
うことが強調され，
「労使協議会」と，
これに対応して，労働条件
経営諸施策に関する審議の
の二つの制度が設置されている ことである。経
会，経営審議会会，経営分科会，経営専門委員会
運営会議，事業所経営審議会，事業所専門委員会から成り，それぞれに運
営基準として，出席者，開催時期，付議事項および運営上の留意点が詳細
に定められている。なおこの協約には，解釈に疑義のないように全文に覚
書が付されているが，それによると経営審議会は，「決議機関ではない
が，そこでの労使合意事項については，決議したと同等の効果をもつよう
に運営」されることとされ，またそこで「審議の限りをつくしても，なお
会社はこれを原則として実かつ労使の意見が一致しない事項については，
施しない」が「その事項が企業の存立に重大な影響を及ぼすなどにより，
労動者「経営参加論」への序説（浜口金一郎）１０９
経営の責直にやむをえず実施せざるをえないと判断したものについては，
任において実施することがある」とされている。
組合が高度の参加の場を得るとすれば，経営の最高機関において， 当然
｜ににそれに伴う責任の分担問題が生ずることになるが， 覚書は，「前文」
おいて，「組合が責いうところの「責任を分担するパートナー」の意味において，
任を分担するとは，
ら積極的に協力し，
労使が合意した施策の推進にあたって， 組合の立場か
推進の過程で問題が発生した場合， 会社と協力
二は，それ
また，
して，その解決にあたることを確定したもの｣，たしの｣，「パートナーと
の労使が，共通の目的達成のために，
実践し，共に責任をもつ関係をい
と，この協約は，経営参加理念とし
ぞれ主体性をもった対等の存在と して 使が，
お互いの足らざるところを補い合い，
と説明している。う」 る
てのco-partnership
この点からZ偽ると，
を強調しているものと解される。
② サンケイ新聞の新協約（1974年６月発効）
第１章に「経営参加」の章が置かれ，この協約は， ｢会社は，組合執行
委員長が取締役会に陪席することを許容」 し，また定例局長会議の構成員
とすることを定めている。そのほか「協約運用上の原則」の中で「サンケ
イテープル委員会を通じて組合が管理運営に参加し， 組合三役ほか執行委
ること上そして負が労働担当および当該局長と常時話し合いをなしうる
「発展の原則」「信義の原則」「思いやりの原則」のテーブル運用三原則
を会社が「軽視」した場合は，組合への“信義の証し'，として，組合が全
労働担当重役の交代を社長に具申しうるとい執行部の同意を得たうえで，
う参加方式をとっている。この協約は，「会社と組合がこの協約の精神と
運用の原則にもとづき，労使間の問題は，すべて話し合いによって平和の
うちに解決し，争議はしない」という平和義務を規定している。
日立造船ならびにサンケイ新聞が労働協約の中で， それぞれこのように，
｢経営審議会」 ，「サンケイテーブル委員会」という経営の最高機関の一つ
労働組合の代表を参加させるという方式の経営参加を発足させたのであに，
るが，何れも未だ日浅く，実験的段階を出ないので，これらが実質上におい
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て，従来の経営協議会の領域にとどまるのか，或|まco-detexminationとし
て位置づけられるかについては， 現在のところでは判然としない。しかしな
がら，これらの新協約は， 協約全体が経営参加を中心として， 或はそれを軸
として構成されているものと解される。 したがって，その評価は別として，
新しい類型の参加制度として注目に価する。 日立造船ならびにサンケイ新聞
のケースは，タイプとしては，ヨーロ
型に属するものであるが，これらは，
ずる問題点を「間接的執行参加」とい
シバ諸国における「二重重役制」の類
わが国における現行法体制のもとで生
ということによって， ギリギリのところで
回避しているものといえよう。
法律上の問題点ひろってみると，そこで，
①商法上の問題点として，
壗査役に取締役や使用人の兼任を認めていない（商法276現行商法では，
条）。この使用ノ
配人，番頭，手Ｉ
対外的な商業上の業務に従事する商業使用人， 支人とは，
頭，手代などをいうが，工場長， 技師なども含まれるものと解き
一般従業員が含まれるか否かについての定説はないが，れている。 この
商法上の規定を明確にする必要が生ずる。点，
②労働組合法上の問題点として，
現行労働組合法は，
合参加を禁じている
｢役員……その他使用者の利益を代表する者」 の組
(労組法２条１号）。したがって，組合の役員が監香役
や取締役などの役員を兼ねると， その組合自体の法的適格性を疑われる結
商法上の正式な役員以外で取締役会に ｢出席」する果をまねく。また，
者， あるいは実質上の最高決議機関の構成員を兼ねる労働者代表が， この
どのような法的評価をうけることになるか問題となる。点で，
わが国の労働法体系は， 一般に株式会社法制を前提としており， 商法はも
とより経営参加などを予定してい もしも「経営参加」の体制が早
らず，株式会社制度そのものの
ないので，
急に進展するとすれば，これらの点にとどまらず，
本質的性格への検討，
必要である。これら（
ならびにわが国における現行諸法規の綜合的な検討が
これらの事例から染ても，わが国の現実は，ヨーロッパ諸国と
労動老「経営参加論」への序説（浜口金一郎）１１１
形式的にもせよ参加制度が論ぜられる状態にある}ま全く異なるものであり，
企業・事業所レベルにおける協議機関の糸である。 最高意思決定機関のは，
いまのところ緒についたともいえぬ段階であり， 経営末端におへの参加は，
ける参加は， これまで経営者側の一方的決定にあったものを労使の合意によ
るものへと再編成するという試染がなされつつある段階にある。
ところが，こうした現状とは関係なく，むしろ展望的に参加の推進をlまか
与論形成的な主張が承られるのであるが，るような，
て承ると，
これらの主張を検討し
り効率的な運営をはかるためには労働者の意欲喚起が不経営のよ
労働組合を媒介とする間接参加と従業員の直接参加の双方を通可欠であり，
じて，労働ラ労働者の意欲を喚起することが，「企業経営の効率化にとって必要」
であるという認識がある。また，成果配分，所有参加による「企業帰属意
従来のような「日本的労使関係への再統合」識」を期待し， をはかる理念的
効果を狙っているような考え方が存在する。
しかしながら，労働者の「経営参加」を論ずる場合においては，現実の状
より広い視野から展望すべきであり，況をふまえて， わが国のように労使関
係の中心が企業，
超企業的，横断（
経営単位に形成゜維持されてきた場合においても， 問題は
的，横断的性格をもって考究されなければならない。労働者の生活に
かかわる多くの問題が，今日においては－産業，一業種全体の連関のなかで
左右され，
の労働者
企業内で自由に裁量される余地が極めて狭いものである以上， こ
｢経営参加」の視野も産業， 業種的レベルに及ばざるを得ないし，
またそれが一国規模での産業構造に規定され， 国家の政策によって大きく左
右されるとすれば，参加の射程も自らそこにまで及ぶことにならざるを得な
いといえよう。以上
